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は何度も上司に確認していたが、最終
的に削除してもらってサインをした。

容が変わっている参考人が何人かい

る。検察内で問題になっている。この手の事件でこんなことをしてくる会社

は珍しい。だからこんなに長くなって
いる。」と言われた。

日付
令和2年5月13日

令和2年5月18日

令和2年5月20日

令和2年6月12日

参考人

別紙5
参考人の取調状況
湯所

警視庁王川警察署

警視庁玉川警察署

取譌態様

調書2部にサインした。
調書は2部とも既に出来上がってお
り、その内容を確認修正した。

調3部がすでに出来上がっていた。
出来上がっていた調意について削除を
依頼した。削除するにあたり、取調官

鰵視庁玉川警察署 調書は2部で、2部ともに調書は出来
上かっていた。

東京地方検察庁 検察官から、「營察のときと供述の内



別紙6

〒72411161

同公女部長殿
同公公開部長殿

な川原化「機株式会計

及び外国貿易性達は被疑事件について、台和2年3月330111輪、弊社役員及

雑業員を参考人とする取り調に関し、2130影響により日程調が進

まず、今後の連しか立たない洗続にないってもらいます

弊れにしましても、各役員及び徒業員の業調紫等の支障もございますので、

弊社役員及び従業員に行する参考人取り調べの必選があるいるでしたら、でき

る限り早期に、弊？管理割 先に、は程調のご連絡を頂戴できますようお

願いしあげます。



1 本件において、被疑者が代表取締役を務める大川原化工機株式会社の従業

ここにおいて、上記会社従業員である

意に反し、上記の自宅に直接電話をかけたものである。

1

別紙7

抗議文

令和2年3月23日
東京地方検察庁検事正殿
同次席検事殿
同公安部長殿
同公安副部長殿
同検事塚部貴子殿

被疑者
弁護人
弁護人

相嶋 靜

鄭

河 村

夫

志

弁護人 小林貴
上記載疑者に対する外国※替及び外国製場法違反報疑事件について、下記番

のとおり抗議する。

記
員らに対し，東京地方検察庁検事による参考人取調べのための出頭要請が

行われているが、令和2年3月18日、同社従業員に対し，同検察庁
のムラサワ検事から出頭を求める電話があった。

は、あらかじめ同検察庁の

トヨダ事務官との間で「参考人の出頭を求める場合は、上記■■を通して連

絡する」旨の合意を結んでいたにもかかわらず、上記ムラサワ検事はこの合



なお、上記の合意は、多数の参考人が出頭要請を受けているため、その連

絡を一元化するために結んだものであり、なんら捜査を妨害するためのも

応じた参考人が存在している。

2 参考人は、本来は捜査に協力する法的義務がないにもかかわらず、任意

はあくまで参考人にすぎないのだから、捜査に協力するに当たっては、同人

のプライバシーが十分に尊重されるべきであって、検事が上記の自宅に

無神経な出頭要請の電話をかけることは言語道断である。このような行

が行われていては、上記はもちろん、上記会社の従業員ら参考人がプライ

バシーを尊重されない無念を抱くのは当然であり、捜査に協力することに

不快感や抵抗感を抱くのもやむを得ない。

このような事情もあって、上記

の協力の前提となる最低限度の頼関係を破壊するものである。

2

のではないのはいうまでもない。現に，東京地方検察庁に出頭して取調べに

に協力する立場である上、上記ら参考人は、上記会社の業務に従事しなけ

ればならないばかりか、私人としての日常生活も営んでいる。また、上記■

まして、本件は1年以上にもわたる任意捜査が行われ、上記会社の従業員

らは響察による多数回にわたる参考人取調べに応じてきたものであり、こ

れまで十二分に捜査に協力してきた。

が上記ムラサワ検事に上記。の自宅

への電話につき苦情を申し出たところ、上記ムラサワ検事は上記／
ここ「出

頭についての合意を結んだのは自分ではなく事務官である」旨回答した。

たとえ直接に合意を結んだ者が事務官であろうとも、検事はその合意に

ついて把握すべきなのは当然の職責であるところ、こともあろうに上記ム

ラサワ検事はこの合意をないがしろにしたばかりか、その責任を事務官に

転嫁したものであり、このような執務姿勢は上記会社の従業員らの捜査へ



3

3よって、弁護人は東京地方検察庁による本件捜査における参考人取調べの

ための出頭要請の手法につき抗議する。

以上



今和2年3月16日

知らせいたします。報道機関の皆様におかれましては、正しく報道いただきますよう何卒お
願い申し上げます。

定める要件に該当するものに限り許可が必要とされていること。

しており、定の貨物・技術の輸出につき経済産業大臣の許可を要するものとしています。

機能や性能等の仕様が規定されています。

して、従前から規制されていた凍結乾燥器に追加して、規制の対象とされたものです。
もっとも、すべての噴霧乾燥器が規制の対象とされているわけではありません。外為法に

の管理を実施するものだからです。

ています。

別紙8

大川原化工機株式会社

今般、弊社社長他2名の外為法違反による選捕に関し、誤解を招くおそれのある内容の報
道が散見されましたので、法令の枠組み及び本件に関する弊社の認識につき下記の通りお

記
1 外為法上、すべての噴籍乾燥器について輸出許可が必要とされるものではなく、法令の

① 法令の枠組み

「外国為替及び外国貿易法」（外為法）は、我が国の安全保障と国際的な平和及び安金の
維持の観点なら、兵器の開発・製造等に関連する資機材等の輸出について必要最小限の管理

具体的な規制対象は、「輸出貿易管理令」の別表1で品目が定められ、「輸出貿易管理令別
表第一及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令」において具体的な

②賞霧乾燥器（スプレードライヤー）

噴霧乾撮器は、以前は規制品目に掲げられていませんでしたが、2013年10月15日施行
の政省令に改正により、規制対象に加えられました。

これは、主要な国際輸出理レジームであるオーストラリア・グループ （AG）の合意に
基づく改正で、一般産業用の機器が兵器（化学兵器、生物兵器等）の製造に転用＜悪用）
される所調 DualUseを防ぐ目的で、生物兵器等の保存に用いられるおそれのあるものと

よる輸出規制は、我が国の安全保障と国際的な平和及び安全の維持の観点から必要最小限

具体的には、省令において、次のイ・ロ・ハの全てに該当するもののみを規制対象と定め

1水分蒸発量が一時間あたり0.4キログラム以上400キログラム以下のもの

I



製造することが可能なもの

Spray-drying equipment capable of drying toxins or pathogenic microorgarisms having all of the
following characteristics：

400kg/h；
b） the ability to generate a typical mean product particle size oi = 10 micrometers with

Existing fittings or by minimal modification cf the spray-dryer with atomization nozzles
enabling generation of the required particle size; and

c） capable of being sterilized or disintected in situ.

したり、接触してしまうからです。

とされているのです。

Coniroi Lisi Handbook-Yolumell」に詳しく記述されています。

ロ 平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの又は噴
霧乾燥器の最小の部分品の変更で平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を

八定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの
すなわち、

1・日・ハの要件のつにでも該当しない質落を器は、輸出規制の対象ではよいいです。

たま、上記3要件は、オーストラリア・グルブ1AC）において有意されたらの約者に基
ごくもないする

e） awater evaporation capacity of E 0.4kg/hand m

2「ハ定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの」の要件について

11） この要件の存在意義

質素乾燥器を生物兵器の製造に転用するという場合、役三物を噴務を操により微粒たし
た後、次の使用に向けて内部を洗浄するにあたり、あらかじょう、残習した牛物を殺菌・試
する必要だあります。そして、殺菌・液菌は、噴霧乾燥器を分解することなく、そのまま
の状態（insitu； で行われる必要があります。そうでないと、製造作業者が残留粉体を吸入

これを定めるのが、「ハ定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの」
の製件です。

すなわち、直接乾燥器によって微造化した菌を取り出した後、器を分解することなく定
置したままの状態で、装置内部に粉体として残存した歯を完全に死成ないし破すること
おできるものでなければ、機器を繰り返し使用することかできず、そのようなものは生物系
器の製造後器として転用されるおそれがあるとはいえないことから、期制の対象としない、

2） 「滅菌」「殺菌」の意義

：オーストラリン・グループの合意の内容については、「Australia Gioup Common



｛the elimination of all viable microbes from the equipment through the use of either phiysical oi
cremical agents, or the cestrection of potential micrcbial infectivity in the ecuipment through the

されています。

だ弁護士）までご連絡くださいますようお願い申し上げます。

電話 03-6212-8100（代表）
FAX 03-6212-8115

3

続って、ここにいう減菌」（Sterilizec）・「殺菌」（Disiniected）とは、何らかの歯を減
少させそことがさきる程度では足りで、すべての菌の出集能力ないし生存を除きすること

use ot chemical agents with agermicical effect）をいうときれます。

この解釈は、2020年1月に示きれた縁済産業省の種用通選においても、「物理的法（た
えば、蒸気の使用）あるいは化学物質の使用により当該装置から全ての中きている微生物を
除去あるいは当該装置中の遺在的な生物の伝れ能力をは教さることにこきるものをいう。
当該道中の後生物の量をは減するための洗浄処理のみができるものに含まない」と明記！

3 「定置した状態で」の意義

「定置した状態こ」どは、「装路の今解などを行うことなく、そのままの状にと…
営しです。

原段を約を根器にかけた後、粉体の残存する装置を分解しに、部品ことに気や薬剤で
処理する方法によっても、時間・殺菌を行うことは可能です。しかし、分野しないとは前・
段聞することかできないとすれは、分解の際に微事物が飛散1，、は盛してしまいます分解
したいと時間・投関することだごきないという方こは、生物具器の製造には用することなって

きsさん：そったら、「問した状が」（irsitu）で同容を活・殺菌できる記換器に限り、！乳の対象とされています。

3弊社製品RL-5について

※社製品RL-5は、生物兵器の製造に用いることを想定したものではなく、種了材料を
始めたとしたファインケミカル分野」で使持するために開発された汎用報です。

捜育機関による摂育段時であるため本書では詳細は割愛いたしますお、弊社は、弊製品
RL-5は「定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの」にあたらず、輸出に
つき法令違反はなかったと認識しております。

本言の内容に関するお問い合わせは、弊社代理人である初田自間法律事務可（当：海

和田倉門法律事務所 弁護士高田付


